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「地域福祉，ナ 画の策定について」 
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第 42 回市町村セミナー 配布資料 

Ⅰ 厚生労働省からの 基 詳説明用資料 
「地域福祉計画の 策定について」 

2  市町村による 事例報告資料 

@  鎌ケ谷市役所 
「鎌ケ谷市における 地域福祉計画の 策定について」 

Ⅱ 松江市役所 
「まっ え 福祉未来 2    プラン策定の 道のり」 

参考資料 ( 別添 ) 

@  地域福祉活動計画策定指針 
一 地域福祉計画策定推進と 地域福祉活動計画一 

Ⅱ 参加市区町村の 概況 



Ⅰ 厚生労働省からの 基調説明用資料 

「地域福祉計画の 策定について」 

厚生労働省社会・ 援護局地域福祉課 



第 4 2 回市町村セミナー「地域福祉計画の 策定について」基調説明 

厚生労働省社会・ 援護局地域福祉課 
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・住民参加による 計画策定のプロセス 例 

・縦割りから 横割りへの計画づくり 

・ その他 ( 社会福祉協議会との 協働・ 日常生活圏域の 重視 ) 

3
 今後に向けて 
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社会福祉の増進のための 社会福祉事業法等の 一部を改正する 等の法律 ( 平成 

t 2 年法律第 1 1 1 号 ) による改正後の 社会福祉法 ( 昭和 2 6 年法律第 4 5 号 ) 

においては、 地域福祉の推進を 図る観点から 第 1 条の目的に地域福祉の 推進を 

掲げ、 第 4 条に地域福祉の 推進に係る規定を 設けるとともに、 新たに 第 t 0 章 

として地域福祉計画、 社会福祉協議会及び 共同募金に係る 規定からなる 地域 福 

祉の推進の章が 設けられた。 

地域福祉計画に 係る規定 は 同法第 1 0 7 条及び 第 1 0 8 条として平成 1 5 年 

4 月 i 日から施行されることとなっているが、 地域福祉計画の 策定及び実施は 、 

地域福祉の推進を 図る上で重要な 意義を有することから、 都道府県及び 市町村 

が地域福祉計画を 策定する際の 参考に資する よう 、 地域福祉計画の 策定に関す 

る 指針の在り方について 社会保障審議会福祉部会に 審議を求めたところであ 

る 。 

今般、 別紙のとおり「市町村地域福祉計画及び 都道府県地域福祉支援計画策 

定 指針の在り方について ( 一人ひとりの 地域住民への 訴え ) 」 ( 平成 1 4 年 1 月 

2 8 日社会保障審議会 ) として同審議会の 報告が取りまとめられたので 参考 と 

されたく通知する。 

貴職におかれては、 この報告の趣旨を 踏まえ、 地域福祉計画を 策定する場合 

においてほ、 地域の実情に 応じて適切な 計画が策定されるよ う 、 都道府県庁内 

関係部局はもとより、 管内市町村への 周知及び支援 方 ご配慮を願 い た い 。 

なお、 本通知については、 地方自治法 ( 昭和 2 2 年法律第 6 7 号 ) 第 2 4 5 

条 04 第 1 項の規定に基づく 技術的な助言として 発出するものであ る。 
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市町村地域福祉計画及 び 都道府県地域福祉支援計画策定指針 

の在り方について ( 一人ひとりの 地域住民への 訴え ) 

平成 t 4 年 1 同 2 8 日 

社会保障審議会福祉部会 

はじめに 一地域福祉推進の 背景と必要性一 

我が国においては、 かっての伝統的な 家庭や地域の 相互扶助機能は 弱体化し、 

地域住民相互の 社会的なっながりも 希薄化するなど 地域社会は変容しっ っ あ 

る。 少子高齢社会の 到来、 成長型社会の 終焉、 産業の空洞化・そして 近年の深 

刻な経済不況がこれに 追 い 打ちをかけている。 このため、 高齢者、 障害者など 

の 生活上の支援を 要する人々 は 一層厳しい状況におかれている。 また、 青少年 

や 中年層においても 生活不安とストレスが 増大し、 自殺やホームレス、 家庭内 

暴力、 虐待、 ひきこもりなどが 新たな社会問題となっている。 

他方で、 近年、 市町村の福祉施策が 盛んになり、 ボランティアや NPO 法人 
なども活発化し、 社会福祉を通じて 新たなコミュニティ 形成を図る動きも 顕著 

となっている。 

こうした 相 矛盾する社会状況の 中で、 市町村を中心とする 福祉行政の役割は 

極めて重要となっており、 加えて地域住民の 自主的な助け 合いなどの意義も 益 

々大きくなっている。 

先の中央社会福祉審議会社会福祉構造改革分科会の 報告においてほ、 「社会 

福祉の基礎となるのは、 他人を思いやり、 お互いを支え 助け合おうとする 精神 

であ る。 その意味で、 社会福祉を作り 上げ、 支えていくの ほ すべての国民であ 

る 」と述べているが、 国民生活の安心と 幸せを実現するためには、 自立した 個 

人 が地域住民としてのつながりを 持ち、 思いやりを持って 共に支え合い、 助け 

合うという共に 生きるまちづくりの 精神が育まれ 活かされることが 必要不可欠 

であ る。 

今こそ、 共に生きるまちづくりの 精神を発揮し、 人々が手を携えて、 生活の 

拠点であ る地域に根ざして 助け合い、 生活者としてそれぞれの 地域で誰もが そ 

0 人らしい安心で 充実した生活が 送れるような 地域社会を基盤とした 福祉 ( 地 

域福祉 ) の推進に努める 必要があ る。 

法制上においても、 平成 2 年のいわゆる 福祉六法の改正以降、 在宅サービス 

の 法制化、 措置権 の移譲に伴う 保健福祉サービスの 市町村への一元化や、 高齢 

者、 障害者、 児童各分野でのサービスの 計画化などにより、 地域住民の生活に 
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密着した市町村を 中核とする保健福祉サービスの 提供体制の基盤づくりが 進め 

られてきた。 とりわけ、 社会福祉事業法においてほ、 地域に即した 創意と工夫 

による福祉サービスの 総合的な実施、 福祉サービスに 対する地域住民の 理解と 

協力が定められる 等、 実質的に地域福祉の 推進が唱えられ、 平成 1 2 年の社会 

福祉法においては、 「地域福祉の 推進」が明確に 位置づけられるようになった。 

一人ひとりの 地域住民への 訴え 

とかく、 これまでの社会福祉 は 、 ややもすると 行政から地域住民への 給付と 

いう形をとってきた。 しかしながら、 これからほ、 個人の尊厳を 重視し、 対等 

平等の考え方に 基づき、 地域住民すべてにとっての 社会福祉として、 かつ、 地 

域 住民すべてで 支える社会福祉に 変わって い かなければならない。 そのために 

ほ 社会福祉に対しての 地域住民の理解と 協力、 つまり地域住民の 参加と行動が 

不可欠なのであ る。 

この際、 一人ひとりの 地域住民に対して、 社会福祉を限られた 社会的弱者に 

対するサービスとしてではなく、 身近な日々の 暮らしの場であ る地域社会での 

多様な人々の 多様な生活課題に 地域全体で取り 組む仕組みとしてとらえなお 

し 、 地域住民としてこれらの 多様な生活課題に 目を向け自発的、 積極的に取り 

組んでいただけるよ う 訴えたい。 また、 社会福祉を消極的に 単なる特定の 人に 

対する公費の 投入と考えるのではなく、 むしろ福祉活動を 通じて地域を 活性化 

させるものとして 積極的な視点でとらえていただけるよう 強く訴えたい。 

当 部会としては、 地域福祉計画策定指針原案作成委員会を 設置し、 この委員 

会を中心にこのような 観点から平成 1 3 年 7 月以来・市町村地域福祉計画及び 

都道府県地域福祉支援計画策定指針の 在り方について 精力的に検討を 重ね、 今 

般 、 報告をとりまとめた。 今、 この報告を広く 一人ひとりの 地域住民に問いか 

け 、 これを契機として、 それぞれの地域で 生活者の視点から 地域の特性を 活か 

した地域福祉の 推進についての 活発な議論が 行われることを 期待したり。 この 

ことを通じて、 社会福祉基礎構造改革の 趣旨が地域レベルにおいても 再度確認 

され、 これらの計画が 2 1 世紀の福祉を 決定づけるものとして 広く地域住民の 

参加を得て策定されることを 求めるものであ る。 また、 自治体の首長、 議会も、 

住民主体の地域福祉計画策定を 推進する上で、 自治体としての 責任とリーダー 
シッ プを発揮されることを 期待するものであ る。 

地域福祉推進の 理念 

0  中央社会福祉審議会社会福祉構造改革分科会は、 今後の新しい 社会福祉の 
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理念について「個人が 人としての尊厳をもって、 家庭や地域の 中で障害の有 

無や年齢にかかわらず、 その人らしい 安心のあ る生活が送れるよう 自立支援 

することにあ る」と意見し、 こうした理念を 地域において 具現化するために 

地域福祉の推進を 図るべきであ るとした。 

これを受けた 社会福祉法においては、 今後の社会福祉の 基本理念の一つと 

して「地域福祉の 推進」を掲げ、 地域福祉を推進する 主体と地域福祉を 推進 

する目的を次のように 定めた。           

: ( 参考 ) 社会福祉法より 抜粋 
  
                  

;( 福祉サービスの 基本的理念 ) 
  
  
  

; 第 3 条福祉サービスは、 個人の尊厳の 保持を旨とし、 その内容は、 福祉 サ ; 

        一 ビスの利用者が 心身ともに健やかに 育成され、 文ほその有する 能力に応 i     
  
          
      

; ( 地域福祉の推進 ) 
  
  
      

; の 他 あ らゆる分野の 活動に参加する 機会が与えられるように、 地域福祉の ; 
  

      推進に努めなければならない。 
  
  
      

0  す な む ち、 地域福祉推進の 主体は「地域住民、 社会福祉を目的とする 事業 

を経営する者及び 社会福祉に関する 活動を行う者 ( 以下「住民等」という。 ) 」 

の 三者であ り、 地域福祉を推進することの 目的は、 これらの者が 相互に協力 

しるうことにより「福祉サービスを 必要とする地域住民が 地域社会を構成す 

る 一員として日常生活を 営み、 社会、 経済、 文化その他あ らゆる分野の 活動 

に参加する機会が 与えられるようにすること」であ るとした。 こうした地域 

福祉推進のための 方策として「市町村地域福祉計画及び 都道府県地域福祉 支 

援 計画」の策定を 求めた。 

@  - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - @  - - - - - - - @  - @  - - - @  - - - - - - @  - - - - - @  - - - - - - - - - - - - -         

; ( 参考 ) 社会福祉法より 抜粋 
  
  
  

一 5 一 



    
    
    

; ( 市町村地域福祉計画 ) 
  
  
  

    

; 第 1 0 7 条 市町村は、 地方自治法第 2 条第 4 項の基本構想に 即し、 地域 福 ; 
    

      祉の推進に関する 事項として次に 掲げる事項を 一体的に定める 計画 ( 以下 ; 

        「市町村地域福祉計画」という。 ) を 策定し 、 又は変更しょうとするとき ; 

; ほ 、 あ らかじめ、 住民、 社会福祉を目的とする 事業を経営する 者その他 祉 
      会 福祉に関する 活動を行 う 者の意見を反映させるために 必要な措置を 講ず ; 

その内容を公表するものとする。 ｜ る と と も 
  
  
  

    福祉サービスの イ l Ⅰ 地域における 適切な利用の 推進に関する 事項 
  
  
  

    ; 2 地域における 社会福祉を目的とする 事業の健全な 発達に関する 事項 
        3  地域福祉に関する 活動への住民の 参加の促進に 関する事項 

  
  
  
  

    
        

i ( 都道府県地域福祉支援計画 ) 
  
  
  

; 第 108 条都道府県 は 、 市町村地域福祉計画の 達成に資するために、 各屯 
        町村を通ずる 広域的な見地から、 市町村の地域福祉の 支援に関する 事項と ; 

      して次に掲げる 事項を一体的に 定める計画 ( 以下「都道府県地域福祉支援 ; 

      計画」という。 ) を策定し・又は 変更しようとするときは、 あ らかじめ、 ; 
  

      公聴会の開催等住民その 他の者の意見を 反映させるために 必要な措置を 講 ; 
    
      ずるとともに、 その内容を公表するものとする。 

  
  
  

        1  市町村の地域福祉の 推進を支援するための 基本的方針に 関する事項         

        2  社会福祉を目的とする 事業に従事する 者の確保又は 資質の向上に 関す ; 

      る 事項 
  
  
      

福祉サービスの 3 適切な利用の 推進及び社会福祉を 目的とする事業の 唐 
    

      全 な発達のための 基盤整備に関する 事項           
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り 、 このために市町村支援を 旨とするものであ る 

0  なお、 ここで い う住民等は、 地域福祉計画の 策定について 意見を述べるだ 

けの存在ではない。 計画策定に参加すると 同時に自らが 地域福祉の担い 手で 

あ ると認識することが 重要であ る。 したがって特に 関係団体の参加を 要請す 

る 場合は、 代表者の形式的参加で 事足りるとすべきでほない。 

地域福祉の担い 手としては、 例えば次のような 者が考えられる。 

  地域住民 

  要支援者の団体 

  自治会・町内会、 地縁型組織等 

  一般企業、 商店街等 

  民生委員，児童委員、 福祉委員等 

  ボランティア、 ボランティア 団体 

  特定非営利活動法人 (NPO 法人八住民参加型在宅サービス 団体等 

  農業協同組合、 消費生活協同組合等 

  社会福祉法人、 地区 ( 校医 ) 社会福祉協議会等 

  社会福祉従事者 ( 民間事業者を 含む ) 

  福祉関連民間事業者 ( シルバーサービス 事業者等 ) 

  その他の諸団体 

0  地域福祉計画とは、 地方公共団体が 地域福祉を総合的かっ 計画的に推進す 

ることにより、 社会福祉法に 示された新しい 社会福祉の理念を 達成するため 

の方策であ る。 したがって地域福祉計画は、 行政計画であ りながら、 福祉 サ 

一 ビスにおける 個人の尊厳の 保持を基本に 据えて、 自己決定、 自己実現の尊 

重、 自立支援など 住民等による 地域福祉推進のための 参加や協力に 立脚して 

策定されるべきであ る。 

0  今後における 地域福祉推進の 理念としては、 少なくとも次の 点 、 ㈲住民 

参加の必要性、 (2) 共に生きる社会づくり   (3) 男女共同参画、 (4) 福祉文化 

の創造に留意することが 重要であ る。 

(1) 住民参加の必要性 

例えば、 障害を有したり、 性や年齢が異なることなど、 人間はそれぞれ 

異なるわけであ るが、 個人の尊厳、 その人が生きる 価値などの点において 

は、 皆平等であ り、 すべての地域住民が 地域社会の一員としてあ らゆる分 

野の活動に参加する 機会が保障されなければならない。 

こうしたことは、 生活課題を持っ 人自身が、 権 利の主体としてそれを 求 

一 7 一 



めることのみでほなく、 他の地域住民も、 それを当然のこととして 支持す 

ると共に「一緒になって、 それを実現することが 当然であ り、 それが地域 

社会の誰にとっても 望ましい社会なのだ」という 地域社会の共通の 価値観 

を 持たなければ 達成できない。 

したがって、 地域福祉とは 地域住民の主体的な 参加を大前提としたもの 

であ り、 地域福祉計画の 最大の特徴は「地域住民の 参加がなければ 策定で 

きない」ことにあ る。 地域住民の主体的参加による 地域福祉計画の 策定・ 

実行・評価の 過程は、 それ自体、 地域福祉推進の 実践そのものであ る。 (E リ 

紙工参照 ) 

(2) 共に生きる社会づくり 

す な む ち、 地域福祉においては、 差異や多様性を 認め合う地域住民相互 

の連帯、 心のつながりとそのために 必要なシステムが 不可欠であ り、 例え 

ば、 貧困や失業に 陥った人々、 障害を有する 人々、 ホームレスの 状態にあ 

る 人々等を社会的に 排除するのではなく、 地域社会への 参加と参画を 促し 

社会に統合する「共に 生きる社会づくり ( ソーシャル・インクルージョン ) 」 

という視点が 重要であ る。 

さらに、 様々な権 利侵害に対して・ 全体として権 利を擁護していく 地域 

住民の活動とシステムが 不可欠であ る。 

(3) 男女共同参画 

地域福祉を推進する 諸活動は、 男女共同参画の 視点に立脚して 展開され 

る必要があ る。 「男女が、 社会の対等な 構成員として、 自らの意志によっ 

て 社会のあ らゆる分野における 活動に参画する 機会が確保され、 もって男 

女が均等に政治的、 経済的、 社会的及び文化的利益を 享受することができ、 

かつ共に責任を 担う」ことほ 重要であ り、 そのため、 男性も女性も 共に日 

々の暮らしの 基盤であ る地域社会の 生活課題に目を 向け、 その解決のため 

の意思決定、 諸活動にも参画していくことが 期待される。 

(4) 福祉文化の創造 

具体的には、 地域住民が 、 自らの生活基盤であ る地域社会での 生活課題 

やそれに対応するサービスの 現状、 果たすべき役割などを、 自らの問題と 

して認識し 、 自らがサービスの 在り方に主体的にかかわり、 サービスの担 

い手としても 参画していくことが 重要であ る。 こうした地域住民による 生 

活 に根ざした社会的活動の 積み重ねが、 それぞれの地域に 個性あ る行動様 

式や態度を育み 文化 ( 福祉文化 ) を創造していくことにつながる。 また、 
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このことは・ 地方分権 の趣旨にも沿うものであ る。 

地域福祉推進の 基本目標 

0  社会福祉法の 理念に基づく 社会福祉を地域において 実現するためには、 少 

なくとも次のような 基本目標に沿って 地域福祉を進める 必要があ る。 

① 生活課題の達成への 住民等の積極的参加 

0  地域住民の参加や 関係団体と連携した 活動が全国で 広がり つ っあ り、 

また、 特定非営利活動促進法 ( い わゆる NPO 法 ) の成立など、 新たな 

活動の基盤整備も 進められている。 こうした状況を 踏まえ、 地域福祉の 

推進においても、 地域住民を施策の 対象としてのみとらえるのではなく、 

地域福祉の担い 手として位置づけるとともに、 地域住民の自主的な 活動 

と 関係諸団体及び 公共的なサービスとの 間の連携を図っていくことが 重 

要 であ る。 

0  この際、 地域住民も「福祉は 行政が行うもの」という 意識を改め、 行 

政も「福祉は 行政処分で対処するもの」 という意識を 改めて、 地域社会 

の 全構成員 ( 住民等 ) がパートナーシップの 考えを持つことが 重要であ 

る。 パートナーシップ は 、 民間相互のパートナーシップのみでなく、 公 

私のパートナーシップとして 行政及び地域社会の 構成員が相互に 理解し 

合い、 相互の長所を 活かし、 「協働」することによって 大きな創造力が 

生み出されてくるものであ る ( パートナーシップ 型住民参加 ) 。 

0  なお、 地域福祉計画の 策定過程を通じて 地域福祉活動における 公と 私 

の役割分担について 留意する必要があ る。 もちろん、 このことは公行政 

の役割をいささかも 減じるものではなく、 公行政は地域住民の 健康で文 

化的なミニマム な 生活を保障する 役割を担っている。 

② 利用者主体のサービスの 実現 

0  利用者本位の 考え方に立って、 利用者を一人の 人間としてとらえ、 そ 

の人の生活課題を 総合的かつ継続的に 把握し、 制度やサービスの 種別、 

実施主体の相違を 越えて、 対応する適切なサービスのセットが、 総合的 

かっ効率的に 提供され、 その利用へのアクセスが 阻害されないような 体 

制を身近な地域において 構築する必要があ る。 
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0  具体的には、 サービスを総合的に 利用できるようにするケアマネ 、 ジメ 

ント を含むソーシャルワータの 体制を、 相談機能を持つ 機関や福祉事務 

所などで充実する 必要があ る。 

0  このソーシャルワーク 機能においては・ 「人生を生きる 主人公は自分 

自身であ り、 自己決定により 自ら人生を切り 拓き 自己実現を図っていく」 

という利用者自身の 持っている力を 引き出す援助 ( エンパワーメント ) 

が重要であ るほか、 地域住民が孤立したり、 生活課題を抱えたときに、 

声を上げられる 仕組みや発見する 仕組みづくり ( コミュニティワータ ) 

にも向けられる 必要があ る。 

0  サービスの内容や 評価について、 地域住民の信頼と 理解を得るために 

は、 情報の公開などを 進め、 事業運営の透明性の 確保を図らなければな 
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密着型コミュニティビジネスあ るいは NPC@ などを創出していくこと ( 社 

会的起業 ) が考えられる。 

ちなみに、 地域密着型コミュニティビジネスや 地域通貨 ( エコマネ一等 ) 

制度は、 地域住民の生活課題に 柔軟に対応したもので、 今後、 地域福祉活 

動の中でソーシャル・インタルージョンの 手段としても 注目されるところ 

であ る。 

市町村地域福祉計画 

( 1 ) 計画に盛り込むべき 事項 

市町村地域福祉計画に 盛り込むべき 事項としては、 社会福祉法上、 ①地 

域における福祉サービスの 適切な利用の 推進に関する 事項、 ②地域におけ 

6 社会福祉を目的とした 事業の健全な 発達に関する 事項、 ③地域福祉に 関 

する活動への 住民の参加に 関する事項の 3 つが掲げられており、 それを踏 

まえなければ、 法上の地域福祉計画としては 認められないものであ る。 市 

町村においては、 主体的にこれら 3 つの事項についてその 趣旨を勘 酌し 具 

体的な内容を 示すとともに、 その他の必要な 事項を加えて 計画に盛り込む 

必要があ る。 

① 地域における 福祉サービスの 適切な利用の 促進に関する 事項 

0  地域における 福祉サービスの 目標の提示 

  地域の生活課題に 関する調査 ( いわゆる「ニーズ 調査」 ) 、 必要と 

されるサービス 量の調査、 提供されているサービスの 点検 

  福祉サービス 確保の緊急性や 目標量の設定 

なお、 数値目標についてほ、 計画の内容を 分かりやすくすると 

ともに、 その進捗状況を 適切に管理する 上で可能な限り 客観的な 

指標を掲げることが 望ましい。 定性的な目標の 場合にも、 目標の 

達成の判断を 容易に行える 具体的な目標とすることが 望ましい。 

0  目標達成のための 戦略 

ァ 福祉サービスを 必要とする地域住民に 対する相談支援体制の 整備 

・ 福祉サービスの 利用に関する 情報提供、 相談体制の確保 

ィ 要支援者が必要なサービスを 利用することができるための 仕組み 

の 確立 

  社会福祉従事者の 専門性の向上、 ケアマネジメント、 ソーシャ 

ルヮ 一タ体制の整備 
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